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研究要旨 

発達障害の人たちへの支援において、余暇活動支援や居場所支援は社会参加やQOL

の維持に関わる重要な役割を果たす。現行の法制度において、子どもを対象としてこ

れらの支援を主として担うのは放課後等デイサービスである。しかし、知的障害を伴

わない発達障害の子どもでは、年齢が上がるにつれて放課後等デイサービスを利用し

なくなることが多い。学齢期において、余暇支援や居場所支援といった学校以外の支

援の充実や様々なコミュニティと接触することで、将来、多様性のある働き方、生き

方を許容していくことにつながると思われる。そのため発達障害の子ども・若者の孤

立を防ぎ、余暇活動支援や居場所支援などを含めた生活支援を継続的に保障する制度

と社会資源が求められる。そこで今年度は、QOLの維持に関連の高い【生活領域での

支援】【居場所支援】【余暇支援】等について、自立への移行期において利用できる社

会資源について検討した。この移行期に利用できる社会資源の１つとして、障害者総

合支援法に基づく地域生活支援事業の一つとされる地域活動支援センターがある。そ

こで全国の地域活動支援センターに対し、発達障害児の利用の有無、発達障害に特化

したカリキュラムの設置について調査を行った。 

その結果、知的障害を伴わない発達障害の人が利用できる活動やプログラムを実施し

ているセンターは、64.4％みられた。20歳以下の知的障害を伴わない発達障害児の利

用は、13.0%であった。4.8％が発達障害の人に特化したプログラムを実施していた。

以上の事から、成人期への移行期や成人期に向けて、彼らのニーズに合った余暇活動

支援や居場所支援の在り方を検討していく必要あると思われる。そのため来年度は、

QOL維持に関連の高い【生活領域での支援】【居場所支援】【余暇支援】等の支援を行

っている好事例と思われる事業所に、ヒアリングを行い、自立に向けた発達障害児へ

の必要な支援について整理し、QOLの維持に向けての発達障害の人にとって余暇支援

活動支援のあり方について整理していきたい。 
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Ａ．研究目的 

我々は、昨年度の研究で知的障害・発達障

害児とその家族の支援体制における、QOL

の視点について、我が国の法制度・QOL 研

究の歴史・ 支援サービス機能の視点から検

討を行ってきた[1]。 

 発達障害の人たちへの支援において、余

暇活動支援や居場所支援は社会参加や

QOL の維持に関わる重要な役割を果たす。

Barry,MM らの研究では、精神障害をもつ

人々の QOL を規定する最大の要因は、社

会的接触であり、次がレジャー活動であっ

た[2][3]。発達障害児の学齢期における本

人に対する支援機能について、我々が作成

した「Q-PASS：発達障害のための支援サー

ビス支援機能」（表１）[4] [5]によると、健

康管理や ADL 支援などの【生活領域での支

援】、集団適応や基礎学力づくりなどの【学

校領域での支援】や【就労（準備）領域での

支援】、余暇活動や人とのつながりなどの

【余暇支援】、そして居場所の確保や地域交

流の機会の確保などの【居場所支援】が必要

な支援機能である（図１）。これらの中で、

特に QOL 維持に関連の高い【生活領域で

の支援】【居場所支援】【余暇支援】等は、放

課後等デイサービスの比重が大きい。特別

支援教育の「自立活動」は、特別支援学校高

等部では保障されるが、知的障害を伴わな

い発達障害のある生徒に対しては、ごく一

部を対象とした通級指導教室しかない。 

現行の法制度において、子どもを対象と

してこれらの支援を担う放課後等デイサー

ビスの利用者は過去 5 年間で増加傾向にあ

り、小学生年代の利用が約６割を占めてい

る。しかし高校生年代は約 2％代を推移し

ており、 年齢が上がると利用者が減少して

いく[6]。また発達障害児の義務教育後の進

路において、高校や通信制高校への進学が

増加している[7]。知的障害を伴わない発達

障害の子どもでは、年齢が上がると放課後

等デイサービスを利用しなくなることが多

い。しかし他に参加できる場所はなく、不登

校となり家にひきこもるケースもしばしば

経験される。発達障害の子ども・若者の孤立

を防ぎ、余暇活動支援や居場所支援などを

含めた生活支援を継続的に保障する制度と

社会資源をさらに充実させる必要がある。 

現代社会は様々なサブコミュニティの集

合体であり、人はサブコミュニティを含め

た複数のコミュニティを持つことでソーシ

ャルネットワークを強固にしていくと考え

られる。ゆえに発達障害児の支援において、

学校にすべての役割を求めていくのではな

く、特に余暇活動支援や居場所支援など、

様々なコミュニティや社会との接触の機会

を作ることが必要であり、そうすることで

将来の多様性のある働き方や生き方につな

がるものと思われる。 

義務教育終了後の発達障害児者が利用で

きる社会資源の１つとして、障害者総合支

援法に基づく地域生活支援事業の一つとさ

れる地域活動支援センターがある。しかし、

地域活動支援センターで発達障害児者に対

する専門的な支援プログラムがどの程度実

施されているのかについて、全国規模で体

系的に調査した研究は、我々の知る限り存

在しない。そこで本研究では、発達障害の子

ども・若者が義務教育終了後に利用できる

社会資源として地域活動支援センターに着

目し、全国のセンターを対象に、発達障害の

人たちの利用状況および発達障害に特化し

たプログラムの設置状況を調査した。 
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Ｂ．研究方法 

１．調査対象 

47 都道府県と 20 政令指定都市について

Google 検索を用いたウェブサイトの調査

を行い、都道府県のホームページや県社会

福祉協議会のホームページ等から地域活動

支援センターを一覧化した情報を収集した。

そして収集された都道府県および政令指定

都市に存在するすべての地域活動支援セン

ター1164 ヶ所に郵送で研究依頼書とアン

ケート(Googleフォーム)のURLを送付し、

センターの職員に回答を依頼した。 

調査期間は 2026 年 1 月〜2 月であった。 

 

２．アンケート項目 

 アンケート項目の内容について発達障害

児者の支援および研究に従事している専門

家 4 名（児童精神科医 1 名、公認心理師・

臨床心理士 2 名、精神保健福祉士 1 名）に

よる合議制質的研究法により検討を行い、

以下の項目について調査をすることとした。 

①センターの特徴（種別、開所日数、スタッ

フ、利用者数等）に関する項目 

②発達障害のある子ども（20歳以下）の利

用状況と所属 

③発達障害の人に向けた活動やプログラム

の有無とその日数及び内容 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究は 2025 年 12 月 11 日に信州大学

生命科学・医学系研究倫理委員会の承認を

得て行った（承認番号：6694）。 

 

Ｃ．研究結果 

１．回答が得られたセンターの概要 

146 ヶ所の地域活動支援センターより回

答が得られた（回収率 12.5%）。 

 地域活動支援センターの存在する自治体

を規模別に整理すると人口 10 万人未満の

「小規模自治体」が 53 ヶ所（36.3%）、10

万〜50万人未満の「中規模自治体」が 56ヶ

所（38.4%）、50万人以上の「大規模自治体」

が 37 ヶ所（25.3%）と、各規模の自治体か

ら幅広く回答が得られた(表 2)。 

 センターの類型別に整理すると、「基礎的

事業＋Ⅲ型」が 56 ヶ所（38.4%）と最も多

く、次いで「基礎的事業＋Ⅰ型」が 40ヶ所

（27.4%）、「基礎的事業のみ」が 23 ヶ所

（15.8%）、「基礎的事業＋Ⅱ型」が 22 ヶ所

（15.1%）の順であった（表 3）。 

 スタッフの配置職種では、精神保健福祉

士が 62ヶ所（42.5%）、社会福祉士が 56 ヶ

所（38.4%）であり、福祉専門職が主に支援

を担っている実態が示された。また、相談支

援専門員は 48 ヶ所（32.9%）、ピアサポー

ターは 17ヶ所（11.6%）で配置されていた。 

 対照的に、心理・リハビリテーション専門

職の配置は少なく、公認心理師は 7 ヶ所

（4.8%）、臨床心理士は 4ヶ所（2.7%）、作

業療法士は 2ヶ所（1.4%）であった。この

結果から、多くのセンターにおいて、発達障

害支援に資する心理学的・専門的アセスメ

ント体制は十分に整っていない現状が明ら

かとなった（表 4）。 

 週あたりの開所日数については、「週 5日」

とするセンターが 114 ヶ所（78.1%）であ

り、これが標準的な運営形態となっていた。

一方で、「週 6 日」は 15ヶ所（10.3%）、「週

7 日」は 4 ヶ所（2.7%）であり、土曜日、

日曜日、祝日を含む開所体制をとる施設は

限定的であった（表 5）。 
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２．発達障害のある子どもの利用状況 

 知的障害を伴わない発達障害で 20 歳以

下の利用者がいると回答したセンターは19

ヶ所（13.0%）であり、127 ヶ所（87.0%）

では利用がなかった。 

利用者の地域活動支援センター外の所属

についての回答では、ごく一部のセンター

で高等学校や特別支援学校、福祉的就労、一

般就労等との併用がみられた（表 6）。 

 

３．発達障害の人に向けた活動やプログラ

ム等 

 知的障害を伴わない発達障害の人が利用

できる活動やプログラムを「有り」と回答し

たのは 94 ヶ所（64.4%）であった。 

 一方で、知的障害を伴わない発達障害の

人に特化した活動やプログラムが「有り」と

回答したのは 7 ヶ所（全回答の 4.8%、プロ

グラム有りのうち 7.4%）であった。特化し

たプログラムを実施しているセンターでは、

自己理解や自立スキル習得に関するプログ

ラム、ピアサポート、創作や ICT活動、本

人の興味に合わせた活動（地図・時刻表の閲

覧等）等が行われていた（表 7）。特化プロ

グラムを未実施の理由は「対象となる利用

者がいない」「必要性が感じられない」とい

った需要に関する回答が最も多く見られた。

また「専門分野のスタッフがいない」「特性

に応じた評価や個別支援の設計が困難」と

いった、専門性や体制面の課題も挙げられ

ていた。そして 「障害種別でプログラムを

分けていない」といった、包括的な支援を強

調する意見もみられた（表 8）。 

 

Ｄ．考察 

 知的障害のない発達障害の 20 歳以下の

人に特化した活動やプログラムを提供して

いる地域活動支援センターは、わずか 4.8%

（7ヶ所）であった。この背景には、スタッ

フ配置の偏りが影響していると考えられる。

配置職種をみると、精神保健福祉士や社会

福祉士などの福祉専門職が中心である一方

で、公認心理師・臨床心理士等の他の専門職

の配置が少なかった。そして「専門分野のス

タッフがいない」ことがプログラム未実施

の理由として挙げられており、福祉以外の

専門家による支援体制不足が障害特性に特

化した支援展開を阻む要因となっている可

能性が考えられた。 

また、プログラムを実施していない理由

として、施設の歴史的背景や設置目的が支

援内容を規定している実態も明らかになっ

た。具体的には、「前身が知的障害者の地域

作業所である」ことや、「母体施設が知的障

害者を対象としている」ため、発達障害のみ

の者への対応が難しいといった声が挙げら

れた。これは、地域活動支援センターの多く

が障害種別に基づいた支援の枠組みを維持

しており、近年の発達障害に対する支援ニ

ーズの拡大に対して、施設のハードおよび

ソフト両面での転換が追いついていないこ

とを示唆していると言える。一部のセンタ

ーが「障害種別でプログラムを分けない」と

いう包括的な方針を示す一方で、実際には

既存の対象（知的障害や精神障害）に最適化

された環境が、当該対象者にとっての利用

しにくさを生んでいる可能性が考えられた。 

さらに未実施理由の多くは「該当する利用

者がいない」というものであった。しかし、

利用者の社会的状況をみると、特別支援学

校の生徒から一般就労をしている者、在家

庭の者まで多岐にわたる潜在的層が存在し
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ていた。利用者がいないのは「ニーズがな

い」からではなく、発達障害に対応した環境

整備や情報発信の不足により、潜在的なニ

ーズを掘り起こせていない可能性が考えら

れる。 

ただし、余暇活動支援や生活領域における

支援、自助活動などを行っている地域活動

支援センターがごくわずかながら存在し、

「自己研究（症状・自己理解）」「SST（生活

訓練）」「WRAP（元気回復行動プラン）」、さ

らには動画作成といった現代的なニーズに

合わせた活動が展開されていた。これらの

活動は、単なる日中活動の提供に留まらず、

利用者が自らの特性を客観的に理解し、社

会との接点を再構築するための「自己効力

感の回復」に寄与していると考えられる。特

に、ICT を活用した創作活動やピアサポー

トは、当事者の強みや関心に合致しやすい

と考えられ、居場所支援や余暇支援の文脈

においても、これらの活動内容は当事者の

支援ニーズに資すると思われた。 

 

Ｅ．結論 

【生活領域での支援】【居場所支援】【余暇

支援】等の支援は、QOL維持に関連の高い

にもかかわらず、社会制度上利用できる選

択肢は少ない。知的障害を伴わない発達障

害の特性に沿った支援そのものが少ない。

今後、成人期への移行期や成人期に向けて、

彼らのニーズに合った余暇活動支援や居場

所支援の在り方を検討していく必要あると

思われる。そこで次年度は、好事例と思われ

る事業所に、ヒアリングを行い、発達障害に

対する QOL 維持のためのよりよい支援に

ついて検討していく。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 なし  

２．学会発表 なし  

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況  

１．特許取得 なし  

２．実用新案登録 なし  

３．その他 なし  
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表１「Q-PASS：発達障害のための支援サービス支援機能」 
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図１ Q-PASS：発達障害のための支援サービス支援における学齢期の支援 

 

 

表 2 地域活動支援センターの所在地の自治体規模（n=146） 

 

 

 

表 3 地域活動支援センターの類型（n=146） 
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表 4 配置職種別の施設数 

 

 

 

表 5 週あたり開所日数の分布 
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表 6 地域活動支援センター外の所属のある利用者がいる施設数 

 

 

 

表 7 発達障害の人に特化したプログラムの内容    
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表 8 発達障害のある人に特化した活動やプログラムを実施していない理由（自由記述） 
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資料 アンケートの内容 

地域活動支援センターにおける発達障害児者への支援状況

に関するアンケート調査 

 

【研究への同意について】 

研究の依頼文書に記載されている研究目的等について理解し、同意をしていただける場

合にはこの後の設問にお進みください。（同意されない場合は、本ページを閉じて回答を終

了してください） 

1 つだけマークしてください。 

□同意する 

 

１．貴センターについてお伺いします。以下の質問にお答えください。 

（1）貴センターの名称をご記入ください 

                                             

（2）貴センターの所在地の自治体名(市区町村)をご記入ください 

                                             

 

（3）貴センターの所在地の自治体人口規模を選択してください 

 1 つだけマークしてください。 

〇一万人未満 

  〇一万人〜3万人未満 

〇3万人〜10 万人未満 

〇10 万人〜20 万人未満 

〇20 万人〜50 万人未満 

〇50 万人〜100 万人未満 

〇100 万人以上 

 

（4）貴センターの型を選択してください   

1 つだけマークしてください。 

〇基礎的事業＋Ⅰ型 

〇基礎的事業＋Ⅱ型 

〇基礎的事業＋Ⅲ型 

〇基礎的事業のみ 

〇その他 
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（5）貴センターで働いているスタッフの職種や人数を選択してください 

〇相談支援専門員     〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

〇社会福祉士       〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

〇精神保健福祉士     〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

〇介護福祉士       〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

〇公認心理師・臨床心理士 〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

〇作業療法士       〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

〇言語聴覚士       〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

〇理学療法士       〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

〇看護師         〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

〇保健師         〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

〇保育士         〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

〇児童指導員       〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

〇サービス管理責任者   〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

〇ピアサポーター     〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

〇その他         〇配置なし 〇１名 〇2 名 〇3 名 〇4名以上 

 

（6）貴センターの開所日数（週あたり）を記入してください 

1 つだけマークしてください。 

〇週 1 日 

〇週 2 日 

〇週 3 日 

〇週 4 日 

〇週 5 日 

〇週 6 日 

〇週 7 日 

 

（7）令和 6年度の 1 年間における貴センターの登録者数を記入してください（〇人） 

           人 

（8）令和 6 年度の 1 年間における、貴センターの実利用者数を記入してください（〇人） 

※延べ人数ではありません。 

           人 

 

2．知的障害の伴わない発達障害の方のご利用についてお聞きします 

（1）知的障害の伴わない発達障害で 20 歳以下の方のご利用はありますか 

1 つだけマークしてください。 
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〇はい  ☆質問 ３ にスキップします  

〇いいえ ☆質問 ５ にスキップします 

 

☆３．知的障害を伴わない発達障害で 20 歳以下の方の利用がある場合、以下について

お答えください  

（1）そのうち 15 歳〜18 歳以下で貴センターを利用されている方のご所属について教えて

ください 

（令和 6年度時点） 

 

  高等学校          人   

定時制高等学校       人  

通信制高等学校       人 

特別支援学校        人 

在家庭（高校卒業前）    人  

福祉的就労（就労継続支援等利用）    人  

一般就労          人   

その他（自由記述）     人  

 

４．知的障害を伴わない発達障害で 20 歳以下の方の利用がある場合)、以下についてお

答えください 

（1）そのうち 19 歳以上〜20 歳以下でセンターをご利用されている方のご所属について教

えてください(令和 6年度時点) 

 

高等学校         人 

定時制高等学校      人 

通信制高等学校      人 

専門学校         人 

大学           人 

通信制大学        人 

在家庭(高等学校卒業後)        人 

福祉的就労（就労継続支援利用）    人 

一般就労         人 

その他(自由記述)     人 
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☆５．知的障害の伴わない発達障害の方が利用できる活動やプログラムについてお聞き

します 

（1）知的障害を伴わない発達障害の方が利用できる活動やプログラムはありますか 

 1 つだけマークしてください。 

   

〇あり ★質問 ６ にスキップします  

〇なし ★質問 ７ にスキップします 

 

★６．知的障害を伴わない発達障害の方が利用できる活動やプログラムがある場合、以下

についてお答えください 

（1）知的障害を伴わない発達障害の方が利用できる活動やプログラムの週あたりの開催日

数を選択してください     1 つだけマークしてください。 

〇週 1 日 

〇週 2 日 

〇週 3 日 

〇週 4 日 

〇週 5 日 

〇週 6 日 

〇週 7 日 

 

（2）知的障害を伴わない発達障害の方に特化した活動やプログラムの有無を選択してくだ

さい 

 1 つだけマークしてください。 

  〇あり   

〇なし 

 

（3）知的障害を伴わない発達障害の方に特化した活動やプログラムの週あたりの開催日数

を選択してください 1 つだけマークしてください。 

〇週 1 日 

〇週 2 日 

〇週 3 日 

〇週 4 日 

〇週 5 日 

〇週 6 日 

〇週 7 日 
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（4）知的障害を伴わない発達障害の方に特化した活動やプログラムの内容を具体的にご記

入ください（自由記述） 

                                              

                                              

                                              

                                              

                                              

 

                               

★７．知的障害を伴わない発達障害の方が利用できる活動やプログラムがない場合、以

下についてお答えください 

（1）プログラムを実施していない理由を簡単にお聞かせください（自由記述） 

                                            

                                            

                                            

                                            

                                            

 

 

（2）今後、知的障害を伴わない発達障害の方が利用できる活動やプログラムの実施の予定

はありますか  1 つだけマークしてください。  

〇実施する予定がある  

〇検討中である  

〇今度とも実施の予定はない  

〇わからない 

 

 

 

 

 

以上となります。 

ご協力ありがとうございました。 


